
 
 

 
（事業の目的） 
第１条 有限会社なごみの部屋が開設する 訪問看護ステーション ナーシングなごみ指定介護予

防訪問看護事業所、指定訪問看護事業所（以下｢ステーション｣という。）が行う指定介護

予防訪問看護事業、指定訪問看護事業（以下｢事業｣という。）の適正な運営を確保するた

めに人員および運営管理に関する事項を定め、ステーションの看護師その他の従業者（以

下｢看護師等｣という。）が、病気やけが等により家庭において継続して療養を受ける状態

にあり、かかりつけの医師が、指定介護予防訪問看護、指定訪問看護（以下｢訪問看護等｣

という。）の必要を認めた利用者に対し、適正な訪問看護等を提供することを目的とする。 
 
（運営の方針） 
第２条 １．ステーションの看護師は、利用者の心身の特性を踏まえて、可能な限りその居宅にお  

いて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、その療養生活を

支援し、心身の機能の維持回復を目指して支援する。 
２．事業の実施に当たっては、居宅介護支援事業所、関係市町村、地域の保険・医療・福

祉機関との密接な連携を図り、総合的なサービス提供に努めるものとする。 
 
（事業所の名称等） 
第３条 事業を行う事業所の名称および所在地は、次の通りとする。 

  （１）名称   訪問看護ステーション ナーシングなごみ 
  （２）所在地  米沢市門東町２丁目８－３４ 

 
（職員の職種、員数、および職務内容） 
第４条 ステーションに勤務する職種、員数、および職務内容は次のとおりとする。 
   （１）管理者  看護師 １名（常勤・兼務） 
      管理者は、所属職員を指導監督し、適切な事業の運営が行われるように総括する。 
   （２）職 員 イ）看護師、准看護師または保健師：常勤換算方法で 2.5 以上となる員数 
           （ うち１名は常勤とする ） 
          ロ）理学療法士、作業療法士または言語聴覚士：１名以上 

（ ステーションの実情に応じた適当数とする ） 
      訪問看護計画書および報告書を作成し、訪問看護を担当する。 
 
（営業日および営業時間） 
第５条 ステーションの営業日および営業時間は、事業者なごみの部屋職員就業規程に準じて定め

るものとする。 
   （１）営業日   日曜日から土曜日までとする。ただし、12 月 29 日から 1 月 3 日までを

除く。 
   （２）営業時間  午前 8 時 30 分から午後 5 時 30 分までとする。 
   （３）電話等により、24 時間常時連絡が可能な体制とする。 
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（指定訪問看護等の提供方法） 
第６条 １．訪問看護の提供方法は次のとおりとする。 

（１） 訪問看護の利用希望者がかかりつけの医師に申し込み、医師が交付した訪問看護の指示

書に基づいて、看護計画書を作成し訪問看護を実施する。 
（２） 利用希望者または家族からステーションに直接申し込みがあった場合は、主治医に指示

書の交付を求めるよう指導する。 
（３） 利用希望者に主治医がいない場合は、ステーションから、米沢市医師会または米沢市役

所国保介護課に主治医の選定を依頼する。 
（４） 介護保険法の指定訪問看護の提供に際しては、居宅介護支援事業者との連携を図る。 

  
（指定訪問看護等の内容） 
第７条 １．訪問看護の内容は次のとおりとする。 

（１） 病状・障害の観察 （６）ターミナルケア 
（２） 清拭・洗髪等による清潔の保持 （７）認知症患者の看護 
（３） 食事および排泄等日常生活の世話 （８）療養生活や介護方法の指導 
（４） 褥創の予防・処置 （９）カテーテル等の管理 
（５） リハビリテーション （10）その他医師の指示による医療処置 

      
（通常の事業の実施地域） 
第８条 米沢市とする。 
 
（緊急時等における対処方法） 
第９条  １．看護師は、訪問看護を実施中に、利用者の病状に急変、その他緊急事態が生じたとき

は、速やかに主治医に連絡し、適切な処置を行う事とする。 
      主治医に連絡が困難な場合は、救急搬送等の必要な処置を講じるものとする。 
     ２．看護師等は、前項について、しかるべき処置をした場合は、速やかに管理者および主

治医に報告しなければならない。 
３．サービスの提供により事故が発生した時は、直ちに利用者に係る介護保険サービス事

業者等に連絡するとともに、必要な措置を講じるものとする。 

４．サービスの提供により賠償すべき事故が発生した時は、速やかに損害を賠償するものと 

 する。 
 
（苦情解決） 
第１０条 １．提供したサービスに関する利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために苦情を

受け付けるための窓口を設置するものとする。 
２．本事業所は、提供したサービスに関し、介護保険法第２３条の規程により市町村が行

う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当核市町村の職員からの質問若しく

は照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、

市町村から指導又は助言を受けた場合は、当核指導又はあっせんできる限り協力するも

のとする。 
 
 
 
 



（虐待防止に関する事項） 
第１１条  事業所は、利用者の虐待防止等のため、次の措置を講ずるものとする。 

１．事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について職員

に周知徹底を図るものとする。 
２．虐待防止のための指針を整備します。 
３．事業所において、職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施するものとする。 
４．虐待防止等のための責任者を設置するものとする。 
５．虐待の恐れがある行為を行った職員に対し、周囲が気づいたときは、管理者に知らせる 

又は利用者が苦情受付にすぐ連絡できるよう事前に連絡先を知らせなければならない。 
 

（業務継続計画の策定等） 
第１２条  １．事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継

続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下

「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるも

のとする。  

２.事業所は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び 

訓練を定期的に実施するものとする。  

３.事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行うものとする。  
 

（身体的拘束等に関する事項） 
第１３条 １．事業所は、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはならないものと

する。 
     ２．やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録するものとする。 
 
（衛生管理等） 
第１４条 １．事業所は、看護師等の清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、事業所の設備

及び備品等の衛生的な管理に努めるものとする。 
      ２．事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講

じるものとする。 

    （１）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その

結果について職員に周知徹底を図るものとする。 

（２）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

（３）事業所は、職員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に 

実施するものとする。 

 
 
 
 
 
 



 
（健康保険法の指定訪問看護の利用料） 
第１５条 １．訪問看護を提供した場合、基本利用料は、下記の通りになります。 

利用できる保険 実際に支払う料金の割合 
後期高齢者医療制度の健康保険証を 
お持ちの方 月利用金額の１割又は３割 

国民健康保険を利用する場合 月利用金額の３割 

国民健康保険高齢受給者証をお持ちの方 月利用金額の１割、２割又は３割 

社会保険（本人・家族）を利用する場合 月利用金額の３割 
 

２．訪問看護を開始するに当たり、あらかじめ利用者や家族に対し、その趣旨の理解を得

ることとする。  
３．基本料金・加算料金・その他利用料金は、別紙参照。 

 
（介護保険法の指定訪問看護の利用料） 
第１６条 訪問看護を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとする。

なお、指定訪問看護が法定代理受領サービスであるときに利用者が支払う額は、介護報酬

告示上の額に各利用者の介護負担割合証に記載された負担割合を乗じた額とする。その他

の利用料として、通常の事業の実施地域以外への訪問看護にかかる交通費を徴収する。 
 

(１) －１ 介護保険による指定訪問看護の場合 

① 基本料金  

１回あたりの自己負担金額 

看護師による 

訪問の場合 

介護 

報酬額 

ご利用者様負担額 

介

護

予

防 

介護 

報酬額 

ご利用者様負担額 

1割 2割 3割 1割 2割 3割 

20 分未満 3,140 円 314 円 628 円 942 円 3,030 円 303 円 606 円 909 円 

30 分未満 4,710 円 471 円 942 円 1,413 円 4,501 円 451 円 902 円 1,353 円 

30 分～1 時間未満 8,230 円 823 円 1,646 円 2,469 円 7,940 円 794 円 1,586 円 2,382 円 

1 時間半まで 11,280 円 1,128 円 2,256 円 3,384 円 10,900 円 1,090 円 2,180 円 3,270 円 

◎早朝（午前 6 時～8 時）と夜間（午後 6 時～10 時）は 25％加算となります。 

◎深夜（午後 10 時～午前６時）は 50％加算となります。 

 

理学療法士等に

よる訪問の場合 

介護 

報酬額 

ご利用者様負担額 

介
護
予
防 

介護 

報酬額 

ご利用者様負担額 

1割 2割 3割 1割 2割 3割 

1 回(20 分)につき 2,940円 294円 588円 882円 2,840円 284円 568円 852円 

1 日に 2 回を超え
て訪問した場合 
(1 回につき) 

2,650円 265円 530円 795円 1,420円 142円 284円 426円 

12 月超減算 

（介護予防のみ） 

利用を開始した日の属する月から起算して 12 月

を超えた期間に介護予防訪問看護を行った場合 

 

－50円 －5円 －10円 －15円 

◎１日に複数回可能、週６回まで。 

※ 料金設定の基本時間は、居宅サービス計画（ケアプラン）に定められた時間を基準とします。 
 
 
 
 



 
(１)－２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合 

 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して訪問看護を行い、かつ通院が困難な利用者に

対して、主治医の指示及び訪問看護計画書に基づき訪問看護を行った場合  
                            
② 基本料金（１月につき） 

 介護報酬額 1割 2割 3割 

定期巡回訪看   （要介護度１～４の利用者様） 29,610 円 2,961円 5,922円 8,883円 

定期巡回訪看・准１ 

（要介護度１～４で、准看護師が１度でも訪問した場合） 
29,020 円 2,902円 5,840円 8,706円 

定期巡回訪看・介５   （要介護度５の利用者様）     37,610 円 3,761円 7,522円 11,283 円 

定期巡回訪看・准１・介５  

（要介護度５で、准看護師が１度でも訪問した場合）  
37,020 円 3,702円 7,404円 11,106 円 

  

契約期間が 1 月に満たない場合   （１日につき） 介護報酬額 1割 2割 3割 

定期巡回訪看・日割 970円 97円 194円 291円 

定期巡回訪看・准１・日割 950円 95円 190円 285円 

定期巡回訪看・介５・日割 1,240円 124円 248円 372円 

定期巡回訪看・准１・介５・日割 1,220円 122円 244円 366円 

③ 加算金額  

（ア） サービス提供体制加算１   （１回につき） 

厚生労働大臣が定める基準に適合し、都道府県知事に届

出をしている事業所が訪問看護を行う場合 

（ (１)－１に対する加算 ） 

 介護報酬額 
ご利用者様負担額 

1割 2割 3割 

60円 6円 12円 18円 

（イ） サービス提供体制加算２   （１月につき） 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護と連携する場合） 

（ (１)－２に対する加算 ） 

500円 50円 100円 150円 

④ その他の加算金額 

緊急時訪問看護加算（Ⅰ）または（Ⅱ） （1月につき） 

利用者様の同意のもとに、利用者様・ご家族様等に対して

24 時間連絡体制にある場合（計画外の緊急時訪問を必要に

応じて行う場合は、その都度、上記の基本料金がかかりま

す。） 

緊急時訪問における看護業務の負担の軽減に資する十分な

業務管理等の体制の整備が行われている場合。 

(但し、次のいずれにも該当し 24 時間対応体制に支障がない

体制を構築している場合には、24 時間対応体制に係る連絡

相談を担当する者について、当事業所の看護師以外の職員で

も差し支えない。①看護師等以外の職員が利用者様・ご家族

様等から電話等による連絡・相談に対応するマニュアルが整

備されている事。 

②緊急の訪問看護の必要性の判断を看護師が速やかに行え

る連絡体制及び緊急の訪問看護が可能な体制が整備されて

いる事。 

③管理者は連絡相談を担当する看護師等以外の職員の勤務

体制及び勤務状況明らかにする事。④看護師等以外の職員

は、電話等により連絡・相談を受けた際に看護師へ報告する

事。報告を受けた看護師は、当該報告内容等を訪問看護記録

書に記録する事。) 

介護報酬額 
ご利用者様負担額 

1割 2割 3割 

（Ⅰ） 

6,000 円 
600円 1,200円 1,800円 

（Ⅱ） 

5,740円 
574円 1,148円 1,722円 

特別管理加算（Ⅰ）または（Ⅱ）    （1月につき） 

特別な管理を必要とする利用者様（厚生労働大臣が定める状

（Ⅰ） 

5,000 円 
500円 1,000円 1,500円 



態にある方に限ります。）に対して、サービスの実施にあた

り計画的な管理を行う場合 

（Ⅱ） 

2,500円 
250円 500円 750円 

長時間訪問看護加算          （1回につき） 

特別管理加算の対象である利用者様で、１回の訪問時間が 1

時間 30 分を超える訪問看護を行った場合（特別管理加算の

他に加算金が生じます） 

3,000円 300円 600円 900円 

複数名訪問看護加算          （１回につき） 

利用者様（厚生労働大臣の定める基準を満たす場合に限りま

す）の同意のもと、１人の利用者様に対して同時に２人の職

員が訪問看護を行った場合 

30 分未満 

2,540 円 
254 円 508 円  762円 

30 分以上 

4,020 円 
402 円 804 円 1,206円 

初回加算            （該当月 １月につき） 

退院日(Ⅰ)又は退院日の翌日以降(Ⅱ)に初回訪問看護を

行った場合 

(Ⅰ)3,500 円 350 円 700 円 1,050 円 

(Ⅱ)3,000 円 300 円 600 円 900 円 

退院時共同指導加算          （１回につき） 

病院、診療所又は介護老人保健施設に入院中若しくは入所中

の者に対して、主治医等と連携して在宅生活における必要な

指導を行い、その内容を提供した場合。 

6,000円 600円 1,200円 1,800円 

看護・介護連携強化加算        （１月につき） 

訪問介護事業所と連携し、たんの吸引等が必要な利用者様に

係る計画の作成や、訪問介護員に対する助言等の支援を行っ

た場合。 

2,500円 250円 500円 750円 

看護体制強化加算（Ⅰ）または（Ⅱ）  （１月につき） 

厚生労働大臣が定める基準に適合し、都道府県知事に届出を

している事業所が訪問看護を行う場合 

（Ⅰ） 

5,500 円 
550円 1,100円 1,650円 

（Ⅱ） 

2,000 円 
200円 400円 600円 

予防訪問看護の場合 1,000円 100円 200円 300円 

口腔連携強化加算        （１月につき１回限り） 

事業所と歯科専門職の連携の下、口腔の健康状態の評価を実

施した場合、利用者の同意を得て歯科医療機関及び介護支援

専門員に評価結果の情報提供を行った場合 

500円 50円 100円 150円 

ターミナルケア加算 

死亡日及び死亡日前 14 日以内に 2 日以上（死亡日及び死亡

日前 14 日以内に医療保険による訪問看護の提供を受けてい

る場合は 

1 日以上）ターミナルケアを行った場合。 

25,000 円 2,500円 5,000円 7,500円 

上記 10、11 条共通のその他料金 
１．交通費・・・介護保険をご利用の方は、当事業所の通常事業の実施区域にお住まいの方は 

無料ですが、それ以外の方は訪問の際は交通費として実費を徴収いたします。 

    ア ステーションから  往復 5km 以上 10km 未満      200 円（１回につき） 
        イ ステーションから  往復 10km 以上 20km 未満   300 円（  〃  ） 
    ウ ステーションから  往復 20km 以上 30km 未満   400 円（  〃  ） 
    エ ステーションから  往復 30km 以上 40km 未満   500 円（  〃  ） 
     オ ステーションから  往復 40km 以上 600 円（  〃  ） 
 ２．日常生活上必要な物品  実費 
３．ご遺体のお世話 10000 円 
 
 
 



（その他運営についての留意事項） 
第１７条 １．訪問看護ステーションは、社会的使命を十分認識し、職員の質的向上を図るため研究、

研修の機会を設け、また、業務体制を整備する。 
     ２．職員は業務上知り得た秘密を保持する。 
     ３．この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は、有限会社なごみの部屋の取締

役との協議に基づいて定めるものとする。 
附則 
  この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
  令和元年１０月１日 一部改正、令和２年３月１日 一部改正、令和２年９月１日 一部改正 
  令和６年３月１日 一部改正 令和６年６月１日 一部改正 令和７年２月１日 一部改正 
   
 


